様式　１
学童保育利用申請事務処理業務委託
公募型プロポーザル参加表明書
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学童保育利用申請事務処理業務委託に係る公募型プロポーザルに参加したいので、関係書類を添えて参加表明書を提出します。
なお、プロポーザル参加資格を有し、欠格事項に該当しないこと、並びに参加申込書及び添付する関係書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

プロポーザル参加資格
（１）地方自治法施行令第167条の４第１項の規定により、大田区における一般競争入札等の参加を制限されていないこと。
（２）このプロポーザル実施の告示の日から契約締結の日までのいずれかの日においても、大田区競争入札参加資格者指名停止措置要綱の規定に基づく指名停止等期間中でないこと。
（３）法人及びその役員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号)第２条に掲げる暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う者ではないこと。
（４）大田区契約関係暴力団等排除措置要綱に基づく排除措置期間中ではないこと。
（５）法人格を持っている団体であり、法人税、消費税、地方消費税及び法人事業税等を滞納していないこと。
（６）会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続開始の申立て又は破産法(平成16年法律第75号)に基づく破産手続開始の申立てがなされている者ではないこと。
（７）法人の本店または支店、及び本件委託業務を履行する拠点（以下「履行拠点」）が、東京都（島しょ部を除く）、神奈川県、埼玉県、千葉県の何れかに所在すること。
（８）プライバシーマーク付与事業者、情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)適合性評価の認証取得事業者、ISO9001取得事業者又はこれらと同程度の資格を有する事業者であること
（９）直近３年以内で、大田区と同規模以上の公的機関（特別区、政令市、首都圏の都県庁または国等）を委託者とした、６か月以上の期間にわたり履行拠点等において公的事務処理及びコールセンター業務を執行する業務委託契約の受託実績があること
